
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３２６１２

基盤研究(C)（一般）

2016～2014

知識集約型組織におけるマネジメント・コントロールの検討

A thinking of management control for knowledge-intensive organizasion

２０２７７７００研究者番号：

横田　絵理（YOKOTA, Eri）

慶應義塾大学・商学部（三田）・教授

研究期間：

２６３８０６１６

平成 年 月 日現在２９   ６   ５

円     3,600,000

研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は，製造業を中心として構築されてきた日本企業のマネジメント・コ
ントロール・システムを，知識集約型組織の特徴を踏まえて再考し，日本企業が知識集約型組織においてもグロ
ーバルに強みを発揮できるような新たな仕組みを提言することにあった。
　具体的には知識集約型組織を国の政策として力を入れてきたフィンランドでの企業調査結果を中心として，分
析考察を行った。結論として，知識集約型組織においては，階層に頼らないコミュニケーションおよび信頼の構
築を要素に入れたマネジメント・コントロールの枠組みの構築が必要となることを提言した。

研究成果の概要（英文）：　The purpose of this research is to reconsider the management and control 
systems of Japanese companies based on t based on the characteristics of the knowledge intensive 
organization. It was to propose a new framework which fits for Japanese companies.
　Specifically, we have focused on the companies in Finland who have been emphasizing the 
knowledge-intensive organization as the national policy. In conclusion, in a knowledge-intensive 
organization, it was suggested that it is necessary to build a new framework of management control 
systems that take elements of communication and trust that does not based on hierarchical 
organizational construct.

研究分野：マネジメント・コントロール
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１． 研究開始当初の背景 
本研究の主たる研究者はこれまで、日本
企業のマネジメント・コントロールの特徴
を明らかにすることを研究の主としてきた
が、それに加え、近年ではイノベーション
を誘導するマネジメント・コントロールと
は何かという点についての検討も試みた。
横田（2011）では、イノベーションを誘導
するマネジメント・コントロールについて、
これまでの文献研究を行ったが、マネジメ
ント・コントロールにおける研究では漸進
的な、つまりルーチンの中からの工夫によ
って新たな創造を生み出すことが可能であ
るといわれていた。しかし日本のガラパゴ
ス化が指摘される IT 産業のような知識集約
型のビジネスにおいては、漸進的のみなら
ず、急進的なイノベーションが常に求めら
れている。経常的な要求は経営の中にシス
テム化する必要を意味する。ここで知識集
約型とはデザインや研究開発他専門的で高
い知的活動が重要な役割を果たす組織を指
している。 
マネジメント・コントロールは管理会計
研究とともに発展した経営システムの分野
であり、生産現場を主眼においた研究が多
い。またマネジメント・コントロールの研
究もルーチンプロセスや小さなバリエーシ
ョン、確実性を前提としていた（Davila et 
al、2009）。 
製造業においても生産現場の重要性は変わ
らずとも、大量生産工程に至るまでの設計、
デザイン、また製品を動かすソフトウエア
など知的活動が収益に大きな影響を及ぼす
知識集約型のプロセスがある。また従来か
ら研究開発や製品開発の分野が重要だと認
識されつつもマネジメント・コントロール
の研究の主流になりにくかったのは、管理
会計が測定を中心として発展してきたこと、
マネジメント・コントロールも管理会計を
中心にした考え方であったことによるとも
いえる。先駆的な研究としては日本発の管
理会計と言われる加登（1993）をはじめと
した原価企画の研究で製造業における設計
と生産とのダイナミックなかかわりが研究
されている。 
これらの研究をもう一歩進め、知識集約
型組織あるいはビジネスで創造性やイノベ
ーションを経営システムの中で常に促すた
めのマネジメント・コントロールの研究が
待たれている。 
知識集約型のマネジメント・コントロー
ルについては、直接ではないが関連するイ
ノベーション、創造性という視点での研究
に学会の中でも関心が高まっている。たと
えば、イノベーションとインタラクティ
ブ・コントロールとの関係（Simons、1995
他）、Enabling control への注目と内発的動
機付けとの関係（Adler and Chen、2011）、
クリエイティブな活動にインセンティブが
重要であるとの研究（Kachelmeier et al、

2008）などがある。日本においても研究開
発活動についての管理会計の視点からの研
究もあり（たとえば諸藤、2004）、申請者自
身も通信教育業のマネジメント・コントロ
ールなど断片的に研究を行って入るが知識
集約型組織のマネジメント・コントロール
という形ではまとまってはいなかった。 
こうした学問的、実務的背景から本研究
が始まったものである。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、製造業を中心として構
築されてきた日本企業のマネジメント・コ
ントロール・システムを、知識集約型組織
の特徴を踏まえて再考し、日本企業が知識
集約型組織においてもグローバルに強みを
発揮できるような新たな仕組みを提言する
ことにある。 
日本のものづくりの強さは定評があり、
海外への進出も進んでいる。しかし知識集
約型組織においては、この強みが生かされ
ているとはいいがたい。 
この事実を踏まえ、日本企業のものづく
りで培われた強みをもつマネジメント・コ
ントロール・システムを知識集約型組織で
生かしつつも、知識集約型組織の特性に適
合した仕組みを考えるにあたり、北欧企業
に着目した。北欧企業は、デザインなど知
識集約型の産業を官民一体で特化している。
そこで、北欧企業の中でも特に産官民一体
で知識集約型産業に国家レベルで力を入れ
ているフィンランドに着目する。フィンラ
ンドの企業組織と比較することは、日本企
業のマネジメント・コントロールをどのよ
うに変化させるべきかを考えるために極め
て有意義である。そこで、フィンランドの
研究者とも連絡をとりつつ、知識集約型組
織を国の政策として力を入れてきたフィン
ランド企業と日本企業との比較を含め、日
本の知識集約型組織でのマネジメント・コ
ントロールの概念を提言した。 
 
３．研究の方法 
本研究は次のステップで進められた。 
まず、最初に、知識集約型組織をキーワ
ードとした既存のマネジメント・コントロ
ール研究についての先行研究を行った。こ
こでマネジメント・コントロール概念を再
度把握しておくことで、知識集約型組織に
適応するマネジメント・コントロール概念
に必要な要素は何かを考えることができる
ためである。 
次に、研究者が行ったフィンランド企業
およびフィンランドにある日本企業の子会
社あるいは事務所でのインタビュー調査の
記録を分析した。その過程で、フィンラン
ド企業の日本法人や、分析内容をインタビ
ュー先やフィンランドの研究者に確認など
しながら分析を行った。 
第 3 に、知識集約型組織として、出版社



の編集チームのリーダーたちへのインタビ
ューを行った。知識集約型組織の典型的な
動きを把握するために、それほど大きな規
模ではないとしても、その実務を知ること
が本研究に必要だと考えたためである。 
ま た 、 本 研 究 が 分 析 の 軸 と し た
Simons(1995)のマネジメント・コントロー
ル概念が、中小企業においてどのように適
応されているかという視点での調査も行っ
た。 
  
４．研究成果 
知識集約型組織とは、デザインや研究開
発他、専門的で高い知的活動が重要な役割
を果たす組織をいう。 
先行研究の結果、現在イノベーションと
マネジメント・コントロールとの関連につ
いての研究は大変多いことがわかった。し
かしその中では、知識集約型組織における
マネジメント・コントロールに絞った研究
はそれほど多くはないこともわかった。 
知識集約型組織の先進的かつ国家的なサ
ポートをおこなっているフィンランドにお
ける企業でのマネジメント・コントロール
についての研究が 3 年間の研究の中で主た
る成果となっている。 
フィンランドでは、国の方針として、技
術の向上、産学官の連携の推進が積極的に
なされている。それは、単に掛け声ではな
く、大学と企業の間での授業としてのコラ
ボレーションがごく当たり前になされてい
ることからも明らかである。 
そのような環境の中で、フィンランドに
おけるフィンランド企業ならびに在フィン
ランド日本企業のインタビュー結果を分析
したところ、フィンランドにおける組織マ
ネジメントの特徴として次のような点が明
らかになった。 
まず、第 1 に、フィンランドにおけるチ
ーム活動の運営の方法についてである。こ
れは従来から行っていた日本企業の研究と
の比較でわかったことである。これによれ
ば、経営の仕組みの問題とは別にチームの
リーダーによる仕事の進め方の違いと前提
の違いがある。チームメンバーに任せるが、
そこにあるのはメンバーの仕事への信頼で
あり、これがあるからこそ、目標設定と業
績評価の間でのプロセス管理を必要としな
いということであった（研究成果⑧）。 
次に、国としてイノベーションを推進し、
知識集約型産業に重点をおいているフィン
ランド企業・組織のマネジメント・コント
ロールの特徴を公的機関も含めて１７組織
のインタビューの分析から導いた。結果と
して、目標設定、業績評価の仕組みは各社
共に Anthony の述べているマネジメント・
コントロール・プロセスに近い仕組みを持
っていた。しかしながら、組織の階層が低
く、また階層によるコミュニケーションフ
ィルターが聞きにくく、現場からトップま

での心理的距離が近いこともわかった。こ
れは、先に述べた信頼が高いことも影響し
ているであろう。このことは知識集約型組
織におけるマネジメント・コントロールの
運営には必要とされるものと考えることが
できる（研究成果③）。 
第 3 に、フィンランドにある日本企業 13
社に対するインタビュー調査の結果の分析
結果である。そこにおいては、日本企業も
フィンランド企業も大きな公的なマネジメ
ント・コントロールの仕組みに違いはなか
った。しかし日本企業では、目標が日本本
社から示されること、意思決定をオーソラ
イズするために日本本社、あるいはヨーロ
ッパ本社の意向を確かめるために時間がか
かることであった。フィンランドはヨーロ
ッパ地域の中の一部としての役割を果たす
ことが多い。したがって、そこにおける意
思決定はそれほど大きくはなく、日本に直
接、あるいはヨーロッパの地域本社を設定
している企業においてはその意思決定によ
る影響が大きく、時間がかかるということ
であった。一方、階層が低く、トップと現
場とのコミュニケーションも比較的容易な
フィンランド企業では意思決定のスピード
が速いことと比較すると、日本企業の意思
決定には時間がかかるということがあり、
これがフィンランドにおける軋轢となるこ
ともあるとのことであった（研究成果⑤）。 
これらを総合して、Simons(1995)のフレ
ームワークをつかって再検討した。これは
フィンランド企業と在フィンランド日本企
業のマネジメント・コントロールを、
Anthony の枠組みを超えた Simons のフレー
ムワークで検討することで、マネジメン
ト・コントロール・プロセス以外のシステ
ムの違いを説明できると考えたためである。
分析の結果、知識集約型の組織を目指して
いるフィンランド企業の場合には、インタ
ラクティブ・コントロールは日常的に行わ
れている一方で、診断型のコントロールも
きっちりと行われていることがわかる。イ
ンタラクティブ・コントロールが行われて
いるのは、トップマネジメントが必要なと
きというよりも、現場が必要としていると
きである。つまり、トップダウンの目標設
定がなされながらも、その目標達成のため
のインタラクティブ・コントロールがなさ
れているということになる（研究成果①）。 
 こうした結果から知識集約型組織は、組
織構造とコミュニケーションという要素も
含めたマネジメント・コントロールのフレ
ームワークの構築が必要であるということ
が導かれた。 
これらの成果のほか、企業の事例を慶應
義塾大学ビジネススクールのケースとして、
まとめることで、今後の分析論文を資料と
して公表する参考とできるようにした。ま
た、主たる検討分野であるマネジメント・
コントロール自体のとらえ方を書誌学的に



研究もおこなった。本研究の基礎はマネジ
メント・コントロールの枠組みにあるため、
管理会計の分野でこれが研究者にどのよう
に捕らえられるものであるかということは、
大変重要なことである。また、女性に焦点
を当てて、企業実態を把握すること、主た
る分析で活用した Simons（1995）が中小企
業にも適応できるかを定量的に検討する試
みも並行して行った。 
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